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ⅢⅢⅢⅢ    前回調査前回調査前回調査前回調査（（（（平成平成平成平成 18181818 年度年度年度年度））））とのとのとのとの比較比較比較比較    

  

 平成 18 年度に実施した「ボランティア・ＮＰＯ活動団体実態調査」（富山県実施）の調査結果と今回

の調査結果の比較内容は、以下のとおりである。 

 今回の調査では、調査票の設問や選択肢の表現等を見直した部分もあり、正確に前回の調査結果と比

較することは難しいことから、あくまで参考として記載する。なお、設問の各項目の表現等については、

基本的に今回の調査に合わせるものとする。 

 

１１１１    団体団体団体団体のののの概要概要概要概要    

 

(1) 会員数 

 会員数では、「10人未満」が 5.4 ポイント減少したが、「10～19 人」は 2.6 ポイント増加している。ま

た、「50 人未満」でみると、3.8 ポイント減少している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 会員の男女構成 

 会員の男女構成では、「女性だけ、あるいは女性がほとんど」がともに最も多くなっているが、10.5 ポ

イント減少している。一方、「やや男性が多い」が 5.8 ポイント増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

男性だけ、あるいは男性がほとんど 

女性だけ、あるいは女性がほとんど やや男性が多い やや女性が多い 

男女ほぼ同じくらい 

無回答 

300～499 人 

500 人以上 50～99 人 30～49 人 20～29 人 10～19人 10 人未満 

200～299 人 100～199 人 
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4.8

27.9

9.1

15.1

7.4
10.8

50.1

23.9

3.1

7.4
4.0

6.1

26.7

4.4

17.8

8.1 9.2

37.5

29.7

4.4

14.7

6.1

0

20

40

60

貴団体のスタッフ会社員公務員・団体職員等自営業・経営者（農業、商業、工業等）専門的職業（弁護士、医師、教員等）パート・アルバイト家事従事者（主婦等）退職者など 学生特に特徴はないその他

H18(N=351) H21(N=360)

(%)

貴
団
体
の
ス
タ

ッ
フ

会
社
員

公
務
員
・
団
体
職
員
等

自
営
業
・
経
営
者

（
農

業

、
商
業

、
工
業
等

）

専
門
的
職
業

（
弁
護

士

、
医
師

、
教
員
等

）

パ
ー

ト
・
ア
ル
バ
イ
ト

家
事
従
事
者

（
主
婦

等

）

退
職
者
な
ど

学
生

特
に
特
徴
は
な
い

そ
の
他

2.3 3.4

11.7

21.7

45.0

49.9

15.7 15.7

5.6
2.5

10.8

20.8

42.5

53.3

16.9
13.1

0

20

40

60

10代 20代 30代 40代 50代 60代 70代以上 ばらついている

H18(N=351) H21(N=360)
(%)

(3) 会員の年齢構成（多いものを 2つ以内で選択） 

 会員の年齢構成では、前回と比べて大きな差はみられず、「60代」がともに最も多く、次いで「50代」、

「40代」の順となっている。 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 会員の職業（多いものを 2つ以内で選択） 

 会員の職業では、「家事従事者(主婦等）」がともに最も多くなっているが、今回 12.6 ポイントも減少

している。一方、「退職者など」は 5.8 ポイント増加しており、前回 2番目に多かった「会社員」を上回

っている。 
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45.4

61.7

15.5

10.0

36.1

20.6 6.1

1.7

1.7

1.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H18(N=238)

H21(N=180)

7.4 

8.6 

11.4 

19.7 

43.9 

39.4 

12.5 

6.4 

14.0 

11.9 

4.8 

7.5 

0.6 

1.1 

3.7 

3.6 

1.7 

1.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H18(N=351)

H21(N=360)

(5) 団体の事務所（連絡先）の設置形態 

 団体の事務所（連絡先）の設置形態についての今回の設問の選択肢項目は、前回（平成 18年度）と異

なるため、単純に比較することは難しいが、「団体（法人）専用の事務所を借用」が 8.3 ポイント増加し

ている。一方、「社会福祉協議会や富山県総合福祉会館、とやま国際センター等の支援施設内」が 6.1 ポ

イント減少している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(6) 団体の規約、会則等の有無（任意団体のみ対象） 

 団体の規約、会則等の有無では、「明文化されたものがある」が 16.3 ポイント増加して 6 割を超えて

いる。一方、「明文化されてはいないが、口頭了解、慣例はある」と「特に決めたものはない」をあわせ

たものだと 21ポイント減少している。 

 

 

 

 

 

    

    

 

 

 

明文化されたものがある 

明文化されてはいないが、 

口頭了解、慣例はある 特に決めたものはない その他 無回答 

団体（法人）専用の 

事務所を自己所有 

団体（法人）専用の事務所を借用 

メンバー（役員・スタッフ）や 

会員の個人宅又は勤務先等 

市役所・町村役場等

の行政機関内 

無回答 

社会福祉協議会や富山県

総合福祉会館、とやま国際

センター等の支援施設内 

公民館や文化会館、コミュニテ

ィセンター等の公共的施設内 

その他 

企業等が提供する施設内 
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49.3

55.6

23.4

23.9

11.4

9.7 2.25.3

8.0 6.3 1.7

3.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H18（N=351)

H21（N=360)

22.6

17.7

12.6

42.5

28.9

19.2

11.9

35.3

0

20

40

60

常
勤
・
有
給
の

ス
タ
ッ
フ
が
い
る

非
常
勤
・
有
給
の

ス
タ
ッ
フ
が
い
る

常
勤
・
無
給
の

ス
タ
ッ
フ
が
い
る

非
常
勤
・
無
給
の

ス
タ
ッ
フ
が
い
る

H18(N=351) H21(N=360)

(%)

(7) 活動方針や年間の活動計画等の決定方法 

 活動方針や年間の活動計画等の決定方法では、前回と比べて大きな差はみられず、「総会、理事会等の

正規の決定機関で決める」がともに約 5割で最も多くなっている。 

 

 

 

 

    

    

    

    

    

 

(8) スタッフの状況 

スタッフの状況では、「常勤・有給のスタッフがいる」が 6.3 ポイント増加したのに対し、「非常勤・

無給のスタッフがいる」は 7.2 ポイント減少している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

常

勤

・
有

給

の 
 

 

ス
タ
ッ
フ
が
い
る 

非

常

勤

・
有

給

の 

ス
タ
ッ
フ
が
い
る 

常

勤

・
無

給

の 
 

 
 

ス
タ
ッ
フ
が
い
る 

非

常

勤

・
無

給

の 

ス
タ
ッ
フ
が
い
る 

総会、理事会等の正規の決定機関で決める 

複数のリーダー（幹部等）

が随時協議して決める その他 無回答 

メンバー（役員・スタッフ） 

全員が随時協議して決める 

代表者が決める 
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26.5

19.7

16.5

19.4

7.4

7.2

6.6

7.5

6.3

8.9

5.4

4.7

6.0

9.4

6.3

10.8

2.8

3.3

16.2

8.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H18(N=351)

H21（N=360)

56.4

29.6 32.8

17.1

10.3 12.5
15.7

3.4
10.5 7.4

56.1

42.7

30.0

19.4 18.9 17.2 16.4

2.5

11.9 8.9

0

20

40

60

会
費

自
主
事
業(

事
業
収
入
又
は
民
間
か
ら

の
業
務
委
託
費
）

行
政
か
ら

の
補
助
金
・

助
成
金

前
年
度
か
ら

の
繰
越
金

行
政
か
ら

の
業
務
委
託
費

民
間
、
そ
の
他
（財
団
・

社
会
福
祉
協
議
会
等
）か
ら

の
助
成
金

寄
附
金

借
入
金

そ
の
他

無
回
答

H18(N=351) H21(N=360)

(%)

(9) 昨年度の財政規模（支出） 

財政規模（支出）では、「10 万円未満」が 6.8 ポイント減少したのに対し、「10～50 万円未満」は 2.9

ポイント増加している。また、「1,000 万円以上」でみると、8.4 ポイント増加しており、全体的に財政

規模が大きくなっている傾向にある。 

 

    

    

    

    

    

    

    

 

(10) 昨年度の活動財源（収入源） 

活動財源(収入源)では、「会費」がともに約 56％と最も多くなっており、次いで「自主事業（事業収入

又は民間からの業務委託費）」が 13.1 ポイント増加して 2 位となり、前回 2 位の「行政からの補助金・

助成金」と順位が入れ替わっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

会
費 

自
主
事
業(

事
業
収
入
又
は
民
間

か
ら
の
業
務
委
託
費
）

 

行
政
か
ら
の
補
助
金
・助
成
金 

前
年
度
か
ら
の
繰
越
金 

行
政
か
ら
の
業
務
委
託
費 

民
間
、
そ
の
他
（
財
団
・
社
会
福
祉

協
議
会
等
）か
ら
の
助
成
金 

寄
附
金 

借
入
金 

そ
の
他 

無
回
答 

 

10 万円未満 

10～50 万円未満 

50～100 万円未満 
100～200 万円未満 500～1,000 万円未満 

無回答 

200～500 万円未満 
1,000～2,000 万円未満 

2,000～5,000 万円未満 5,000 万円以上 
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12.0 21.4

25.8

4.8

6.4

11.4

12.8 5.011.7

3.1

3.6

32.2

31.4

6.0

3.3

9.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H18（N=351)

H21（N=360)

会費の割合を増やしていきたい 自主事業の割合を増やしていきたい 受託事業の割合を増やしていきたい

補助金・助成金の割合を増やしていきたい 寄附金の割合を増やしていきたい 明確な考えは今のところない

その他 無回答

(11) 将来の収入源について 

将来の収入源では、前回と比べて大きな差はみられず、「受託事業の割合を増やしていきたい」がとも

に最も多く、次いで「自主事業の割合を増やしていきたい」となっている。 
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39.6
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15.1
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12.5

18.1

3.4

3.1

2.8

1.9
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1.1
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２２２２    団体団体団体団体のののの活動状況活動状況活動状況活動状況    

（1）主な活動分野 

主な活動分野では、「保健、医療又は福祉の増進」が 3.7％減少したものの、3 割以上と最も多く、次

いで「子どもの健全育成」、「学術、文化、芸術又はスポーツの振興」の順となっており、前回から順位

が変わっていないが、今回は 4 位に「まちづくりの推進」が入っており、前回 4 位の「環境の保全」と

順位が入れ替わっている。 

 

 

 

 

 

    

     

    

    

    

    

    

    

(2) 主な活動地域 

 主な活動地域では、「特定の地域（町内・学校区など）」が 3.9 ポイント減少したが、「富山県全域」は

5.6 ポイント増加している。 

 
 特定の地域（町内・学校区など） 

1 つの市町村 複数の市町村 富山県全域 

富山県と他県 
にまたがる地域 

国内および海外 

その他 
無回答 
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(3) 活動頻度 

 活動頻度では、「ほぼ毎日」が 8.3 ポイント増加して最も多くなっている。 

 

 

 

 

 

    

    

 

 

 

 

(4) 活動していくうえでの課題 

活動していくうえでの課題では、前回調査と質問意図が近いものを抽出して比較すると、「新規に会員

を集めることが難しい」がともに 6 割以上で最も多く、次いで「活動スタッフが不足している」、「活動

資金が不足している」となっており、前回から順位は変わっていないものの、「活動スタッフが不足して

いる」が 10.5 ポイント、「活動資金が不足している」が 8.3 ポイント増加している。 
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活
動
資
金
が
不
足
し
て
い
る 

活
動
に
必
要
な
備
品
や
機
材
が
不
足
し
て
い

る 活
動
に
必
要
な
知
識
や
技
術
（
事
務
会
計
・
組

織
運
営
等
）
を
学
べ
る
研
修
の
機
会
が
不
足
し

て
い
る 

活
動
を
Ｐ
Ｒ
す
る
手
段
が
不
足
し
て
い
る 

活
動
に
対
す
る
県
民
（
地
域
住
民
）
の
理
解
が

得
ら
れ
な
い 

他
の
団
体
や
行
政
と
の
情
報
交
換
や
交
流
の

機
会
が
少
な
い 

同
じ
活
動
分
野
の
団
体
間
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

組
織
が
な
い 

ほぼ毎日 
年 1 回 

年数回 

ほとんど活動していない 

その他 

無回答 

週 1～4 回 月 1～3 回 
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Ｎ
Ｐ
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に
対
す
る
活
動
の
希
望
や
ニ
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ズ
等
の
情
報

団
体
間
の
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク

化
の
推
進

事
務
所
・

会
議
室
等
、
活
動
の
拠
点
と

な
る
場
所
の
提
供

団
体
の
機
関
紙
や
チ
ラ
シ
等
の
印
刷
が
で
き
る
場
所
の
提
供

会
計
事
務
や
組
織
運
営
に
関
す
る
相
談
・

ア
ド

バ
イ
ス
機
能
の
充
実

フ
ォ
ー
ラ

ム
の
開
催
等
、
行
政
や
他
団
体
と

の
情
報
・

意
見
交
換
の
場
の
提
供

Ｎ
Ｐ
Ｏ
に
対
す
る
県
民
の
理
解
や
参
加
を
促
す
広
報
・
普
及
啓
発

行
政
や
企
業
の
職
員
に
対
す
る
Ｎ
Ｐ
Ｏ

の
理
解
促
進

認
定
Ｎ
Ｐ
Ｏ

法
人
制
度
の
普
及
啓
発

Ｎ
Ｐ
Ｏ
へ
の
寄
附
意
識
の
醸
成
を
図
る
啓
発
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
の
実
施

表
彰
・

顕
彰
制
度
の
充
実

(%)

44.4
36.5

49.0 47.9

65.8

43.9

30.2

39.0

58.4 59.2
53.8

45.0
47.5

55.6 55.8

71.7

53.1

34.7

49.2

72.0
66.7

64.4
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40
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初
心
者
向
け
の
ボ
ラ

ン
テ
ィ

ア
・
Ｎ
Ｐ
Ｏ

入
門
講
座
の
開
催

会
計
事
務
や
広
報
に
関
す
る
研
修
・

講
座
の
開
催

団
体
の
組
織
基
盤
強
化
（資
金
力
・

企
画
力
）
を
向
上
さ

せ
る
研
修
や
講
座
の
開
催

リ
ー
ダ
ー
対
象
の
組
織
運
営
の
研
修
や
講
座
の
開
催

行
政
や
支
援
機
関
等
に
よ
る
助
成
制
度
の
充
実

行
政
か
ら

の
業
務
委
託

コ
ミ
ュ

ニ
テ
ィ

ビ
ジ
ネ
ス
を
行
う
Ｎ
Ｐ
Ｏ

へ
の
融
資

Ｎ
Ｐ
Ｏ

法
人
に
対
す
る
税
負
担
の
軽
減
措
置

行
政
や
支
援
機
関
等
の
補
助
・

助
成
に
関
す
る
情
報

行
政
や
支
援
機
関
等
の
研
修
や
各
種
イ
ベ
ン
ト

等
の
情
報

他
団
体
の
活
動
状
況
の
情
報

H18(N=351) H21(N=360)

(%)

３３３３    行政行政行政行政やややや支援機関支援機関支援機関支援機関とのとのとのとの関係関係関係関係    

(1) 活動していくうえで必要とする行政や支援機関からの支援 

活動していくうえで行政や支援機関から必要とする支援では、「行政や支援機関等の補助・助成に関す

る情報」が 13.6 ポイント増加し、今回最も多くなっている。また、「団体の機関紙やチラシ等の印刷がで

きる場所の提供」、「会計事務や組織運営に関する相談・アドバイス機能の充実」、「会計事務や広報に

関する研修・講座の開催」、「他団体の活動状況の情報」、「団体間のネットワーク化の推進」、「ＮＰＯ

法人に対する税負担の軽減措置」がそれぞれ 10ポイント以上増加している。 
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に
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の
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や
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61.9

49.6

43.4 42.5
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33.6

12.4

15.9

1.8

66.1

45.0
43.9

39.4
34.4

25.6
20.6

18.3
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団
体
の
公
益
性
が
明
確
と

な
り
、
対
外
的
な
信
用
が
高
ま
っ

た

行
政
や
民
間
か
ら

の
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、
補
助
・

助
成
が
受
け
や
す
く

な
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た

団
体
と
し

て
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が
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と

な
り
、
適
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な
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計
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を
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な
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意
識
が
高
ま
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行
政
と

の
交
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が
し

や
す
く
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た

契
約
・

不
動
産
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記
・

金
融
口
座
の
開
設
等
が
団
体
名
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で
で
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る
よ
う

に
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や
協
力
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が
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す
く
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他
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連
団
体
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ど
と

の
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ッ
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ワ
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が
受
け
や
す
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っ

た

そ
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他

H18(N=113) H21(N=180)

(%)

78.8

23.0
18.6

2.7

15.9

62.8

23.3

16.1

1.7

27.8

0

20

40

60

80

会計や総会開催な

ど団体管理のため

の事務処理負担が
増えた

税負担が増加した ＮＰＯ法や定款等

の制限があり、行

政の関与も受ける
ため活動の自由度

が失われた

その他 特にない

H18(N=113) H21(N=180)

(%)

４４４４    ＮＰＯＮＰＯＮＰＯＮＰＯ法法法法についてについてについてについて    

(1) ＮＰＯ法人格を取得して良かったこと 

ＮＰＯ法人格を取得して良かったことでは、「団体の対外的な信用が高まった」が4.2ポイント増加し、

ともに 6 割以上で最も多く、次いで「行政や民間からの委託、補助・助成が受けやすくなった」となっ

ている。また、「関連団体などとのネットワークが広がった」が 8.2 ポイント増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) ＮＰＯ法人格を取得したことにより生じた課題 

ＮＰＯ法人格を取得したことにより生じた課題では、「会計や総会開催など団体管理のための事務処理

負担が増えた」が 16 ポイント減少し、「特にない」が 11.9 ポイント増加している。 
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23.9

35.6

45.4

40.0

5.9

5.0

24.8

19.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H18(N=238)

H21(N=180)

61.8

58.9

3.4

11.7

2.9

2.8

1.3

1.1

5.0

3.9

25.6

21.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ｈ18(Ｎ=238)

Ｈ21(Ｎ=180)

(3)  ＮＰＯ法に関する認知度（任意団体のみ対象） 

 ＮＰＯ法に関する認知度では、前回調査で「内容を知っている」が 23.9％であったのに対し、今回調

査では「内容をよく知っている」と「内容を概ね知っている」を合わせると 35.6％となり、11.7 ポイン

トも増加しており、確実に認知度が高まってきている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) ＮＰＯ法人格の取得意向（任意団体のみ対象） 

 ＮＰＯ法人格の取得意向では、「法人格は必要ない」がともに約 6 割と最も多く、「検討はしたが法人

格の取得を断念した」が 8.3 ポイント増加している。 

 

 

 

法人格は必要ない 

法人格取得の申請をする予定 

検討はしたが法人格の取得を断念した 
その他 

法人格取得の申請をする予定 

無回答 

内容を知っている 名称は知っているが、内容はよく知らない 知らない 無回答 
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30
H18(N=124) H21(N=181)(%)
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4.8

9.7

2.2 2.2 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 0.0

7.7

13.8

５５５５    協働協働協働協働やややや企業企業企業企業とのとのとのとの関係関係関係関係    

(1) 行政との協働事業実施の意向 

 行政との協働事業の実施意向では、前回調査での「わからない」という項目を今回設けていないため、

単純な比較はできないが、「実施したい」が 15ポイント増加しているのに対し、「実施したくない」は 21.7

ポイント増加している。しかし、全体でみると「実施したい」が 5 割以上となっており、協働事業の実

施意向は高まりつつある。 

 

                                       (単位：％) 

  実施したい 実施したくない わからない 無回答 

Ｈ18（N=351) 35.3 15.7 35.0 14.0 

Ｈ21（N=360) 50.3 36.9 - 12.8 

 

 

 

(2) 行政と協働事業を実施したい分野 

 行政と協働事業を実施したい分野では、前回と比べて大きな差はみられなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

保
健
、
医
療
又
は
福
祉
の
増
進 

子
ど
も
の
健
全
育
成 

ま
ち
づ
く
り
の
推
進 

環
境
の
保
全 

学
術
、
文
化
、
芸
術
又
は
ス
ポ

ー
ツ
の
振
興 

社
会
教
育
の
推
進 

国
際
協
力 

地
域
安
全 

災
害
救
援 

男
女
共
同
参
画
社
会
の
形

成
の
促
進 

職
業
能
力
の
開
発
又
は
雇

用
機
会
の
拡
充 

人
権
の
擁
護
又
は
平
和
の

推
進 

情
報
化
社
会
の
発
展 

経
済
活
動
の
活
性
化 

消
費
者
の
保
護 

団
体
の
支
援 

科
学
技
術
の
振
興 

そ
の
他 

無
回
答 
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人材を 育成すること 活動実績を 積むこと 専門知識やノウハウを蓄積すること 同じ活動を 行う団体間のネットワーク化を図ること 企画力や政策提案能力を高めること 自らの団体に関する情報公開をより一層推進すること 行政の制度、ルール等を理解すること 自主財源の確保など財政基盤の強化を図ること 会計や書類の作成などの事務処理能力を向上するこ
と

H18(N=351) H21(N=360)

(%)

55.2
54.1

55.6 55.0 53.9 52.7 52.4
49.6 50.7 49.6

72.2 72.2 71.7 70.5
67.8 66.7 66.1 65.3 65.3 63.6
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行政職員のＮＰＯや協働に対する理解を促進す
ること

協働事例の共有・ 活用を 図ること 行政の情報公開、情報提供 を一層推進すること行政と情報交換、意見交換を 行う場を設置する
こと

ＮＰＯやＮＰＯ活動への県民の理解を促進する
こと

行政内部の協働推進体制を 強化すること ＮＰＯに関連する情報収集・情報提供を 行うこと提案公募型協働事業（協働したい企画を公募す
る制度）を 実施すること

協働に関する相談やコーディネート機能を充実
すること

協働事業の評価システムを確立すること
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(3) 行政との協働事業の実施にあたり団体が努力すべきこと 

 協働事業の実施にあたり団体が努力すべきことでは、全ての項目において約 10～15 ポイント程度増加

している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 協働事業の実施にあたり行政が取り組むべきこと 

 協働事業の実施にあたり行政が取り組むべきことでは、全ての項目において約 15ポイント程度増加し

ている。 
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(5) 団体と企業との関係 

 団体と企業との関係では、「会員または賛助会員として入会してもらっている」が 4.1 ポイント、「活

動に必要な備品や機材の提供を受けている」が 3.8 ポイント増加するなど、企業からの支援を受ける団

体の割合が増えてきている。 
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